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会社の概況 （平成１３年９月３０日現在）�
�
設　立　　昭和１９年５月５日�

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円�

株式数　　発行する株式の総数　１６０,０００,０００株�

 発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株�

株主数　　４,４５３名�

従業員　　１,４６２名�

（従業員数は就業人員であります｡）�

業績の推移�

区 　 分  当  中  間  期  前 年 中 間 期 前　　　　期�
 （平成１３年９月期）（平成１２年９月期）（平成１３年３月期）�

受 注 高 ３６,８９０百万円 ３３,４８７百万円 ６６,５０２百万円�

売 上 高 ２８,４１６百万円 ２６,３６１百万円 ７０,１０７百万円�

経常利益 ７１２百万円 ８０３百万円 １,７７２百万円�
中間（当期） ２,５６３百万円 １,５６２百万円 １,０７７百万円�純 利 益�
1株当たり�
中間（当期） ６０.５６円 ３６.９１円 ２５.４５円�
純 利 益�
総 資 産 ６１,５２９百万円 ６４,３４６百万円 ６９,２１４百万円�

純 資 産 ２３,６０８百万円 ２６,１６２百万円 ２６,４３６百万円�
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株　主　の　皆　様　へ�

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。�
　ここに第５８期上期（平成１３年４月１日から平成１３年９月
３０日） の営業の概況を報告いたします｡�
　当上半期におけるわが国経済は、米国景気を中心とした世
界景気減速の影響を受け、製造業の業績が厳しさを増すなか、
雇用情勢や個人消費に回復の動きは見られず、引き続き低迷
状態で推移いたしました。�
　このような景気動向のなか、当防災業界におきましては、減少
傾向に転じた民間設備投資、総じて低調に推移している公共
投資、熾烈な企業間競争などにより、厳しい状況が続いておりま
す。�
　このような環境下にあって、当社は外部環境の激変に柔軟に
対応しうる組織・運営体制を確立するため、営業強化と採算性
向上を目指した組織体制改革を実行し、既設の防災設備に対
する更新提案を積極的に行うなど既存防災市場でのシェアアッ
プに努め、共同住宅防災市場はじめ防災周辺市場への進出、
経費の削減・原価の低減による収益の確保などを進めてまいり
ました結果、以下のような成績となりました。�
　即ち、当上半期の受注高は３６,８９０百万円、前年同期比１０.２
％増､売上高は２８,４１６百万円、前年同期比７.８％増、となりまし
た。�
　売上高の内訳を各製品別にみますと、火災報知設備は１０,１２７
百万円、前年同期比０.１％減、消火設備は７,０５１百万円、前年
同期比２.１％増､保守点検等は６,６１５百万円、前年同期比５.２％
増、その他は４,６２１百万円、前年同期比５２.７％増、となりました。�
　また、収益につきましては当社の売上高に季節変動があるた
め、７１２百万円の経常損失となりましたが、前年同期比１１.４％減、
と改善しております。また、中間純損失は今中間期において貸
倒懸念債権等に対し貸倒引当金繰入額３,５０４百万円を特別
損失として計上したことなどにより２,５６３百万円、前年同期比
６４.１％増となりました。�
　以上のような状況でありますが、今中間配当金といたしまして
は前期と同様１株につき５円とさせていただきました。�
  今後の経済見通しとしましては、世界経済を支える米国の景
気が一段と低迷すると見込まれており､株価の低迷・ＩＴ産業の
不振の長期化などにより全体として停滞感の強まる中、先行き
予断を許さない状況が続いております。�
　これらの情勢下にあって、当防災業界におきましては、都市再
開発事業進捗への期待はありますが、企業による設備投資の

削減は一段と進むと予想され、低迷を続ける建設市場などの影
響により引き続き厳しい状況が続くものと思われます。�
　このような局面に対処するため、新世紀事業計画を策定し、
営業力の強化を目指した営業体制の改革、トータルコストダウン
の実現を目指した新システム・新商品の開発および営業戦略機
能の強化、また、セコム株式会社との共同事業として家庭向け
商品を含む新しい防災・防犯システムの開発・販売などを推進
するとともに、固定費の削減、組織的な業務運営管理の徹底に
よる企業体質の改善に尽力してまいる所存であります。�
　以上をふまえ第５８期通期の業績予想といたしましては、売上
高７００億円、経常利益１８億円、当期純損失８億円と予想して
おります。�
　また、環境保全への取組につきましては本年８月にＩＳＯ１４００１
を三鷹・メヌマ両事業所において認証取得いたしました。�
　今後は環境保全に関連する法規・条例・協定などを遵守し、
エネルギー・資源の有効活用ならびに有害物質の適正処理に
努め、環境保全の維持・推進に努めるとともに、可能な範囲で継
続的な改善と汚染の予防に取り組んでまいります。�
　なお、期末配当につきましては１株につき５円、年間で１０円
を予定しております。�
　株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解
とご支援を賜りますようお願い申し上げます｡�
�

代表取締役社長　木　村　敞　一�



中間貸借対照表�（平成１３年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

資 産 の 部 � ６１,５２９� ６４,３４６�

資 産 合 計 � 6１,５２９�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
有 価 証 券 �
た な 卸 資 産 �
未 成 工 事 支 出 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

（投　 資 　等）�

建 物 �
土 地 �
そ の 他 �

固 定 資 産 �

長 期 未 収 入 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

�� △�△�

△� △�

３８,９８４�
�

９８７�
６,２４７�
１０,４６０�
４,８４８�
６,１６０�
８,４１８�
７０５�
１,３７９�
２２３�

�
２２,５４４�
�
１０,５４７�

�
４,７９５�
３,３５８�
２,３９３�

�
５８５�

�
１１,４１２�
�
３,４８８�
４,３１２�
７,６４７
４,０３６�

４３,１２７�
�
１,２２７�
７,９８５�
１１,３０８�
６,４１１�
５,３４２�
９,２５９�
６４８�
１,２２８�
２８５�

�
２１,２１８�

�
１０,８７０�

�
４,９８５�
３,３５８�
２,５２６�

�
７１９�

�
９,６２８�

�
２�

２,１８５�
８,０３３�
５９３�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

負 債 の 部 � ３７,９２０� ３８,１８３�

負 債 及 び 資 本 合 計 �

資 本 の 部 �

６１,５２９� ６４,３４６�6４,３４６�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
１年内償還の転換社債�
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
その他の負債性引当金�
そ の 他 �

流 動 負 債 �

その他の剰余金�

転 換 社 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 準 備 金 �
利 益 準 備 金 �

任 意 積 立 金 �
中 間 未 処 分 利 益 �
�
その他有価証券評価差額金�

��

２９,７４１��
５,４４０�
１,７４８�
３,６００�
９,０５１�
２,９２６�
４,８９７�
１,２１３�
１７�
８４８�

�
８,１７８�

�
―�

７,８０６�
３７２�

�
２３,６０８�

（うち 中 間 純 利 益）� （△２,５６３）�
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�

資 本 金 �
�
法 定 準 備 金 �

６,２７２�
�
６,６０１�
�
５,７１３�
８８７�

�
１０,７３２�

�
１１,７１９�
９８７�
�
２�

２２,３００��
６,１９０�
２,２２８�
３,５５０�
―�

２,９１５�
５,２５５�
１,３９８�
４２�
７２０�

�
１５,８８３�

�
９,０５１�
６,４４４�
３８７�

�
２６,１６２�

（△１,５６２）�

６,２７２�
�
６,５５０�
�
５,７１３�
８３６�

�
１３,３４０�

�
１１,６９８�
１,６４１�
�
―��

△�



中間損益計算書�（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

（経常損益の部）�

売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 未 処 分 利 益 �

受 取 利 息 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

営 業 損 益 �

営 業 外 損 益 �

（特別損益の部）�

��

２８,４１６�
２２,１７６�
７,０６１�

�
８２２�

�
�
２８４�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益 �

１６�
２６８�

� １７４
�

１１１�
６２�

�
７１２�

�
�

―�
３,５４２�

４,２５４�

�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
１,７２７�

２,５６３�

１,５７６�

９８７�

△�

△�

△�

△�

△�

△�

��

２６,３６１�
１９,９３４�
７,２６８�

�
８４１�

�
�
２５３�

１６�
２３６�

� ２１５
�

１０９�
１０５�

�
８０３�

�
�

―�
１,７２４�

２,５２８�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
１,００２�

１,５６２�

３,２００�

１,６４１�

△�

△�

△�

△�

△�

TOPICS

「パークアリーナ小牧」へ各種防災システムを納入�

「ISO14001」の認証を取得�

スポーツと文化の新拠点、愛知県小牧市スポーツ公園総合体育館「パークアリーナ

小牧」は、「人と緑　かがやく創造のまち」を将来像とする小牧市のシンボルとして誕

生しました。パークアリーナ小牧には、当社の誇る最新鋭R型防災システム・CRTシス

テム・放水型ヘッド等スプリンクラー設備など各種防災システムが活躍しています。�

当社は、地球環境保全活動の一環として、環境管理・監査の国際規格である

ISO14001をメヌマ・三鷹両事業所において認証取得しました。今後は環境保全の維

持・推進に努めるとともに、可能な範囲で継続的な改善と汚染の予防に取り組んでま

いります。�



大株主� 取締役および監査役 （平成１３年９月３０日現在）�（平成１３年９月３０日現在）�
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株 主 名 �持 株 数 � 持株比率�

セ コ ム 株 式 会 社 �

東洋信託銀行株式会社信託勘定A口

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 �

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 �

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 �

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 �

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 �

富 士 電 機 株 式 会 社 �

あいおい損害保険株式会社�

東京海上火災保険株式会社�

１２,０９８�

３,２９２

１,４６８�

１,２４９�

１,１４５�

９８４�

９８０�

８５５�

８０４

６５４�

２８.６�

７.８

３.５

３.０

２.７�

２.３�

２.３�

２.０�

１.９

１.６�

千株� ％�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

木 村 敞 一 �

千 葉 克 男�

福 島 敏 男�

上 野 敏 雄 �

田 上 　 征 �

安 原 一 昭 �

竹 田 晴 夫 �

杉 町 壽 孝 �

荻 野 輝 雄 �

根 本 一 次 �

漆 山 　 清 �

後 　 山 　 洋 三 郎 �

橋 爪 　 毅 �

田 山 雄 史 �

中 原 安 雄 �

武 田 迪 夫 �

小 松 三 男�

橘 　 幸 正 �

梶 田 和 男�

�

能 　 美 　 昌 二 郎 �

能 美 汎 満 �

石 　 橋 　 鉄 之 助 �

川 原 　 尚 �



事業所・工場� 主要な事業内容�
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本　　社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号�

城東事務所 東京都江東区南砂５丁目１８番４号�

支　　社    北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、茨城�
（水戸市）、北関東（さいたま市）、西関東（八王子
市）、千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金沢、大阪�
（吹田市）、京都、神戸、広島、岡山、九州（福
岡市）、熊本�

営　業　所 青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市）、�
岐阜、三重（津市）、富山、福井、高松、松山、�
長崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）�
他17箇所�

工　　場 三鷹、メヌマ（埼玉県大里郡妻沼町）�

研究開発センター （千代田区、新宿区、埼玉県大里郡妻沼町）�

�

 　 海　外 �

事　務　所 台北�

イ．防災に関する受託実験・企画・提案�

ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守�

ハ．上記機器の設計、製造、販売�

　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。�

主な防災設備�

主なアプリケーション・システム�

火災報知設備�

防火・防排煙設備�

消火設備（スプリンクラーなど）�

碍子洗浄設備�

ガスもれ警報設備�

非常用放送設備�

避難誘導設備�

防犯警報設備�

各種防災機器（消火器など）�

ビル・地下街防災システム�

住宅防災システム�

石油・ガス・化学プラント防災システム�

原子力など発電プラント防災システム�

トンネル防災システム�

ケーブル洞道防災システム�

船舶・車両・航空機防災システム�

コンピューター室・クリーンルームなど環境監視システム�

≪  　  ≫�

 　 国　 内 ≪  　  ≫�
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決　　算　　期 毎年３月３１日�

定 時 株 主 総 会  毎年６月�

基　　準　　日 定時株主総会　毎年３月３１日�

 利益配当金　毎年３月３１日�

 中間配当金　毎年９月３０日�

１単位の株式の数 １, ０００株�

公 告 掲 載 新 聞 東京都において発行する「日本経済新聞」�

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号�

 住友信託銀行株式会社�

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号�

 住友信託銀行株式会社証券代行部�

�

 東京都府中市日鋼町１番１０�

 住友信託銀行株式会社証券代行部　�

（住所変更等用紙のご請求） 電話  ０１２０―１７５―４１７�

（その他のご照会） 電話  ０１２０―１７６―４１７�

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/�

 retail/service/daiko/index.html�

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店
知らせ�

「平成11年１月１日より、大阪06局番地域の市内局番が４桁に変�

わります。」�

　現在の電話番号　大阪〔千里〕06 ―  833 ―4760�

�

〒１８３―８７０１�

�郵 便 送 付 先 �
および電話照会先�（　　　）�


